
3130

取締役･監査役

取締役会長 市野紀生

出身地 広島県

生年月日 昭和16年1月1日
昭和39年3月 早稲田大学 法学部卒業

昭和39年4月 東京ガス株式会社入社

平成 2年7月 同 営業計画部営業総務グループ総括

平成 3年7月 同 北部事業本部副本部長

平成 5年6月 同 文書部担当取締役付

平成 8年6月 同 取締役総合企画部長

平成10年6月 同 常務取締役事業開発本部長

平成12年6月 同 代表取締役専務事業開発本部長

平成13年6月 同 代表取締役専務

平成14年6月 同 代表取締役兼副社長執行役員
コーポレートコミュニケーション本部長

平成15年6月 同 代表取締役社長兼社長執行役員

平成18年4月 同 取締役副会長

平成19年4月 同 取締役会長

代表取締役社長 鳥原光憲

出身地 東京都

生年月日 昭和18年3月12日
昭和42年3月 東京大学 経済学部卒業

昭和42年4月 東京ガス株式会社入社

平成 4年7月 同 総合企画部経営企画
グループマネージャー

平成 5年8月 同 神奈川事業本部計画部長

平成 6年6月 同 神奈川事業本部副本部長

平成 8年6月 同 原料部長

平成10年6月 同 取締役 原料部長

平成12年6月 同 常務取締役

平成14年6月 同 取締役兼常務執行役員 企画本部長

平成15年6月 同 代表取締役兼副社長執行役員
企画本部長

平成16年4月 同 代表取締役兼副社長執行役員
コーポレート･コミュニケーション
本部長、コンプライアンス部担当

平成18年4月 同 代表取締役社長兼社長執行役員

代表取締役副社長 前田忠昭

出身地 東京都

生年月日 昭和21年2月11日
昭和45年3月 東京大学工学系大学院 修士修了

昭和45年4月 東京ガス株式会社入社

平成 4年7月 同 総合企画部部長代理

平成 5年7月 同 技術企画部部長代理研究企画
グループマネージャー

平成 6年7月 同 西部事業本部計画部長

平成 8年6月 同 西部事業本部副本部長

平成 9年6月 同 商品技術開発部長

平成12年6月 同 取締役エネルギー営業本部
エネルギー企画部長

平成14年6月 同 常務執行役員R&D本部長
平成16年4月 同 常務執行役員 資源事業本部長、

監査部担当

平成16年6月 同 取締役常務執行役員 資源事業
本部長、監査部担当

平成18年4月 同 代表取締役兼副社長執行役員
企画本部長

平成19年4月 同 代表取締役兼副社長執行役員
エネルギー生産本部長、環境部担当

代表取締役副社長 岡本　毅

出身地 京都府

生年月日 昭和22年9月23日
昭和45年3月 一橋大学経済学部卒業

昭和45年4月 東京ガス株式会社入社

平成 6年7月 同 原料部部長代理原料調査開発
グループマネージャー

平成 8年6月 同 北部事業本部計画部長

平成 9年6月 同 北部事業本部副本部長

平成10年6月 同 文書部長

平成11年6月 同 総務部担当取締役付
〔社団法人日本ガス協会業務部長〕

平成14年6月 同執行役員企画本部総合企画部長

平成16年4月 同 常務執行役員 企画本部長

平成16年6月 同 取締役常務執行役員 企画本部長

平成18年4月 同 取締役常務執行役員 コーポレート
コミュニケーション本部長､
コンプライアンス部、監査部担当

平成19年4月 同 代表取締役兼副社長執行役員
人事部、秘書部、総務部、
コンプライアンス部、監査部担当

取締役 杉山昌樹

出身地 北海道

生年月日 昭和22年9月14日
昭和45年3月 北海道大学工学部卒業

昭和45年4月 東京ガス株式会社入社

平成 7年7月 同 生産部生産グループマネージャー

平成 8年6月 同 事業開発本部事業企画部

平成12年6月 同 生産本部生産部長

平成14年6月 同 執行役員 導管・保安本部導管部長

平成16年4月 同 常務執行役員
導管ネットワーク本部長

平成18年6月 同 取締役常務執行役員
導管ネットワーク本部長

平成19年4月 同 取締役常務執行役員
技術開発本部長

取締役 手塚俊夫

出身地 東京都

生年月日 昭和21年12月13日
昭和45年3月 東京工業大学理工学部卒業

昭和45年4月 東京ガス株式会社入社

平成 7年7月 同 事業開発本部事業企画部

平成11年6月 同 総合企画部技術企画
グループマネージャー

平成13年6月 同 エネルギー営業本部
都市エネルギー事業部長
エネルギー営業本部大口エネルギー
事業部部長代理

平成14年6月 同 執行役員エネルギー営業本部
都市エネルギー事業部長

平成15年6月 同 執行役員 エネルギー営業本部
都市エネルギー事業部長、
大口エネルギー事業部長代理

平成16年4月 同 常務執行役員 広域圏営業本部長

平成19年4月 同 常務執行役員

リビング法人営業本部長

平成19年6月 同 取締役 常務執行役員

リビング法人営業本部長

取締役 村木　茂

出身地 福岡県

生年月日 昭和24年8月29日
昭和47年3月 東京大学工学部卒業

昭和47年7月 東京ガス株式会社入社

平成 9年7月 同 原料部原料調査開発
グループマネージャー

平成12年6月 同 原料部長

平成14年6月 同 執行役員 企画本部原料部長

平成16年4月 同 常務執行役員 R&D本部長
平成18年4月 同 常務執行役員 技術開発本部長

平成19年4月 同 常務執行役員
エネルギーソリューション本部長

平成19年6月 同 取締役 常務執行役員
エネルギーソリューション本部長

取締役 蟹沢俊行

出身地 神奈川県

生年月日 昭和23年11月23日
昭和47年3月 慶応義塾大学経済学部

昭和47年4月 東京ガス株式会社入社

平成 9年7月 同 神奈川事業本部
リビング営業部長

平成11年6月 同 事業開発本部事業企画部

平成13年6月 同 関連事業本部関連事業企画部

平成15年6月 同 執行役員 お客さまサービス本部
サービス企画部長

平成16年4月 同 執行役員 企画本部総合企画部長

平成18年4月 同 常務執行役員
ホームサービス本部長

平成19年4月 同 常務執行役員
リビングエネルギー本部長

平成19年6月 同 取締役 常務執行役員
リビングエネルギー本部長

取締役（社外） 山本一元

現職 旭化成工業株式会社常任相談役

出身地 山口県

生年月日 昭和8年7月22日
昭和32年3月 九州工業大学工学部卒業

昭和32年4月 旭化成工業株式会社入社

昭和46年8月 同 筑紫野工場長

昭和51年4月 同 住宅事業部住宅建築部長

昭和57年6月 同 住宅事業部長

昭和58年6月 同 取締役

昭和62年6月 同 常務取締役

平成 2年6月 同 専務取締役

平成 4年6月 同 住宅事業部門長

平成 5年6月 同 代表取締役専務

平成 7年6月 同 代表取締役副社長

平成 9年6月 同 代表取締役社長

平成13年1月 旭化成株式会社に社名変更（1月1日付）
平成15年4月 同 取締役副会長

平成15年6月 同 常任相談役

平成17年6月 東京ガス株式会社 取締役

取締役（社外） 稲田早苗

現職 弁護士

出身地 東京都

生年月日 昭和19年4月3日
昭和42年 3月 慶應義塾大学法学部卒業

昭和42年 司法試験合格

昭和45年 3月 司法修習終了

昭和45年 4月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

平成19年 6月 東京ガス株式会社 取締役

取締役（社外） 本田勝彦

現職 日本たばこ産業株式会社
取締役相談役

出身地 鹿児島県

生年月日 昭和17年3月12日
昭和40年 3月 東京大学法学部卒業

昭和40年 4月 日本専売公社入社

平成 4年 6月 日本たばこ産業株式会社 取締役

平成 6年 6月 同 常務

平成 8年 6月 同 専務

平成10年 6月 同 副社長

平成12年 6月 同 社長

平成18年 6月 同 取締役相談役

平成19年 6月 東京ガス株式会社 取締役

監査役 徳本恒徳

監査役 闍桑康典

監査役（社外） 花房正義
（日立キャピタル株式会社特別顧問）

監査役（社外） 清水利光
（財団法人横浜企業経営支援財団理事長）

監査役（社外） 森　昭治
（株式会社国際経済研究所副理事長）
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リスク管理体制の構築

当社の内部統制システムでは、経営管理を取締役会等が、業務

遂行管理や方針管理・予算管理を執行役員が担っています。加え

て社内2名、社外3名の監査役が取締役の業務執行を監査してい

るほか、社長直属の監査部を設け、リスクアプローチを取り入れ

た内部監査を実施しています。

監査部には会計監査、業務監査、情報システム監査、コンプラ

イアンス監査の4つのグループがあり、2002年に従来の18名か

ら36名に要員を倍増、2007年には41名まで拡充しています。内

部監査の対象は、当社および全連結子会社で、事業方針や事業計

画、法令に沿って適切かつ効率的に事業が運営されているかを客

観的な立場で監査しています。なお、監査の結果は社長、経営会

議、監査役に報告するとともに、当該部門の部門長や当該連結子

会社の社長および監査役にも伝えています。

また、リスク管理についても2003年度にグループの統合リス

クマネジメントシステムを構築し、この中で「リスク管理規則」を

制定するとともに、「経営が管理すべき重要リスク」を明文化しま

した。さらにリスク管理の統括機関として、監査部に「リスク管

理推進セクション」を設置しています。リスク管理推進セクション

は、毎年、グループ内におけるリスクや対応策の実施状況などを

把握・評価し、経営会議に報告しています。経営会議および取締

役会では、重要リスクの確認及び改訂を毎年行っています。

なお、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査」制度に対応

するために、2006年4月に全社横断的な組織である内部統制推

進委員会を設置するとともに、その下に実務面を担当するプロ

ジェクトチームを設置し、2008年度からの適用開始に向けて、

対応体制の整備を進めております。

コンプライアンスの推進

事業活動にあたり、倫理観に基づき法令を遵守することは、東京

ガスグループの競争力を生み出す「安心・安全・信頼」のブランド

価値向上の基盤となるものです。当社グループでは「コンプライ

アンスマインドの醸成」「全社方針と各部門が連携した取り組み

の展開」「コンプライアンスPDCAサイクルの確立」を基本方針

として、コンプライアンスの推進に取り組んでいます。

コンプライアンスの推進体制としては、社長を委員長とする

「経営倫理委員会」を設置し、コンプライアンスの基本方針の策

定をはじめ、コンプライアンス諸施策の実施状況の把握と、次年

度以降の活動の確認を行っています。また、専門組織として「コ

ンプライアンス部」が、各ユニットにおけるコンプライアンス推

進体制の整備、行動基準の周知や研修・啓発活動、コンプライア

ンスリスクの低減、相談窓口の運営、社内外への情報発信など幅

広い活動をリードしています。コンプライアンスマインドの醸成

をはかるため2004年に改訂した「私たちの行動基準」を継続的

に周知・徹底してきましたが、さらに、職場のさまざまな問題の

解決に資する「事例集」を作成・活用することで、一層の浸透をは

かっていきます。コンプライアンスリスクへの対応としては、社

内外に設けた相談窓口を適正に運営していくことで、コンプライ

アンスに関する問題を早期に発見して解決し、企業の自浄作用

を高めています。また、コンプライアンス推進活動の効果を把握

するために、当社および全関係会社に対するコンプライアンス

意識調査を行い、次年度以降の取り組みに活かしていきます。

内部統制

経営の健全性・透明性を確保し、株主や投資家の皆さまをはじめ

とするすべてのステークホルダーから理解と信頼を得るために、リ

スク管理体制やコンプライアンスの強化とともに重要になるのが

情報開示です。経営者が考える企業価値と市場での企業評価には、

どうしてもギャップが生まれます。さらに近年は日本の株式市場に

も、外国人や個人など幅広い投資家の方々が参加しており、その

開きはますます大きくなる傾向にあります。こうした企業の真の価

値と市場評価とのギャップを埋めるのが、積極的な情報開示と株

主・投資家の皆さまとの双方向コミュニケーションにあると私たち

は考えています。

東京ガスグループでは従来から、短期・中長期の経営目標を設

定し、その実現に向けた具体的な経営戦略とアクションプランを

すべて開示し、進捗状況や実績についても積極的に公表してきま

した。その一環としてアニュアルレポートやインベスターズガイ

ド、IRホームページ、東京ガス通信などを用意し内容の充実に努

めています。同時に、一方的な情報開示にとどまらないよう、各

種説明会やセミナーなどを積極的に開催し、株主・投資家の方々

とのよりきめ細かいコミュニケーションを図っています。

また、その重要性を認識し、当社のIR活動にはトップマネジメン

ト自らが積極的に取り組んでおり、国内では1999年７月から、海

外でも2001年6月から投資家・アナリストの方々とのIRミーティ

ングを続けてきました。現在は年2回、国内と海外でトップマネジ

メントによるIRロードショーを実施しているほか、各種説明会や個

別取材でも多くの議論を重ね、株主・投資家の皆さまの信頼に応

える企業経営を実践しています。

情報開示

経営が管理すべき重要リスク

製造・供給支障、ガス機器等製品品質上の問題＊、他社のガス事故に起因する風評被害＊、自然災害、原料調達支障

不動産・金融資産等の市場価格変動、天候の変動、他

既存事業リスク（競合激化、原料調達環境の変化＊、既存需要の減少、法令・制度変更）、投資回収リスク

情報漏洩、基幹システムの停止・誤作動、コールセンターへの電話不通

環境リスク・コンプライアンスリスク、CS・お客さま対応リスク

＊06年度より新たに追加した重要リスク

災害・事故等リスク

市場リスク

事業戦略リスク

情報リスク

社会的責任リスク他

対象

セルサイドアナリスト
国内機関投資家・株主

海外機関投資家・株主

個人投資家・株主

各種説明会 国内IRロードショー
個別ミーティング 施設見学会

海外IRロードショー
個別ミーティング

個人投資家向けIRセミナー
個人株主向け施設見学会

東京ガス通信（株主通信）

主なIR活動 主なIRツール

取締役会

従業員

社 長

各ユニット

監査部

東京ガス各部 関係会社

コンプライアンス部

コンプライアンス委員会

監査役

報告

指示・報告
支援・報告

報告

報告

報告・相談報告・相談

相談・通報

コンプライアンス監査
（リスク把握）

経営倫理委員会

委員長：社長
委　員：各本部長、関係部長

コンプライアンス推進体制

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
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ニ
ュ
ア
ル
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ス
タ
ー
ズ

ガ
イ
ド

主なIR活動
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天然ガスの普及拡大を通じて環境に貢献

かけがえのない自然を大切にし、環境に調和した資源・エネルギー

の利用を通して、地域と地球の環境保全を積極的に推進し社会の

持続的発展に貢献すること。この理念に基づいて、東京ガスグルー

プは「環境経営のトップランナー」を目指し、以下の4点を環境方針

として地球や地域の環境問題に積極的に取り組んでいます。

1）お客さまのエネルギー利用における環境負荷の低減

2）当社の事業活動における総合的な環境負荷の低減

3）地域や国際社会との環境パートナーシップの強化

4）環境関連技術の研究と開発の推進

また、当社は都市ガスを中心とした事業を推し進めています

が、その主原料である天然ガスは、燃焼時における硫黄酸化物

（SOx）の排出がほとんどなく、窒素酸化物（NOx）や二酸化炭素

（CO2）の排出量も石油・石炭の40～80％と、一般的な化石燃料

の中では最も環境負荷の少ないエネルギーです。

そのため当社の事業は、こうした天然ガスの利点を活かし、ガス

コージェネレーションシステムなど高効率で環境負荷の小さいガス

機器・システムを開発して普及を図り、より多くのお客さまに天然ガ

スを利用していただくことが、そのまま地球温暖化や大気汚染の

抑制にもつながるという、非常に恵まれた側面を持っています。

当社では、このような都市ガス事業者ならではの優位性を環

境保全に確かに反映させるべく、自社でまとめた「環境保全ガイ

ドライン」の中で、お客さま先におけるCO2の排出量を2010年

度に800万トン抑制するという数値目標を明示しています。

環境と安全への取り組み

東京ガスグループは現在、東京ガス本体と連結子会社52社、お

よび持分法適用会社1社によって構成されています。エネルギー

事業自由化の進展に伴って、業種の垣根を超えた競争が激化す

る中、グループ力を結集して競争を勝ち抜くために、2004年4

月から「戦略ビジネスユニット」という新しいグループ経営体制

を導入しました。業務の領域ごとに東京ガスの各本部と関連会

社をビジネスユニットとして一体化し、ユニット長の責任のもと

で事業戦略の立案から経営資源の配分、経営管理までを協働で

行うことによりグループ力を最大化し、これまで以上の競争力

を発揮することを目指しています。

グループ経営体制

戦略本部 基盤本部 サポート部戦略ビジネスユニット

トップマネジメント
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  プロジェクト部

• 財務部

• 経理部
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• 管財部

グループ経営体制

執行役員

社長執行役員

鳥原光憲

副社長執行役員

前田忠昭 社長補佐、エネルギー生産本部長、
環境部担当

岡本　毅 社長補佐、人事部、秘書部、総務部、
コンプライアンス部、監査部担当

常務執行役員

杉山昌樹 技術開発本部長

手塚俊夫 リビング法人営業本部長

村木　茂 エネルギーソリューション本部長、
大口エネルギー事業部長

蟹沢俊行 リビングエネルギー本部長

鏑木　正 IT本部長

大谷　勉 資源事業本部長

星野則和 資材部、管財部、
大規模用地プロジェクト部、広報部担当

森　邦弘 （社）日本ガス協会出向

蛭間泰弘 広域圏営業本部長

板沢幹雄 導管ネットワーク本部長

広瀬道明 総合企画部、設備計画プロジェクト部、
財務部、経理部、関連事業部担当

執行役員

吉野和雄 財務部長

渡辺尚生 技術開発本部 技術戦略部長

前川燿男 エネルギーソリューション本部
コーディネーター

福本　学 総務部長

幡場松彦 総合企画部長

秋山裕司 リビングエネルギー本部
神奈川支社長

青沼光一 リビング法人営業本部
営業第二事業部長

救仁郷豊 資源事業本部 原料部長

0 70 100

天然ガス
SOx

石油 石炭

NOx

100

石炭

天然ガス

40 70

石油

CO2

60 80 100

石油 石炭

天然ガス

2010年度目標2006年度目標 2006年度実績

2006年度の目標および実績と2010年度目標

お客さま先でのCO2抑制量

ガス製造工場のエネルギー使用原単位（ガス製造量あたり）

地域冷暖房のエネルギー使用原単位（熱販売量あたり）

東京ガスの事業所等のエネルギー使用原単位（都市ガス販売量あたり）

産業廃棄物（製造工場）

産業廃棄物の再資源化率（その他拠点）

紙ごみの削減率

紙ごみの再資源化率

一人当たりのコピー紙年間使用量

掘削土の発生比率

グリーン購入率

電子カタログ購買導入済の関係会社数

660万トン
1%以上削減
1%以上削減
1%以上削減

4拠点／10拠点
91%以上
2%削減
85%以上
7,400枚

19%
60%
35社

661万トン
2.4%削減＊

0.6%削減＊

6.3%削減＊

5拠点／11拠点
87%

3.9%削減
87%

7,180枚
19.3%
60%
38社

800万トン
1%以上削減
1%以上削減
1%以上削減

10拠点／10拠点
91%以上

対05年度10%削減
85%以上
5,000枚

15%
70%以上

48社
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＊5年度間の年平均削減率（発電所のエネルギー使用原単位削減率については、事業を開始してから5年を経過した2007年度より評価を行う）
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1. 電子カタログ購買のグリーン購入率を2010年度に70％以上とする。
2. 連結決算対象の関係会社に対し、2010年までに東京ガスの電子カタログ購買のシステムを導入し、グリーン購入の推進を図る。
3. 東京ガスグループにおけるグリーン購入推進の手引きに沿ってグリーン購入の推進を図る。
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入
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石油を100とした場合の排出量比較

1. 産業廃棄物分野 産業廃棄物の発生形態として大きく異なる「製造工場（生産拠点）」と「建設廃棄物を含むその他廃棄物」
に分類し、各々目標を設定する。

『すべての製造工場において、2010年度にゼロエミッションを達成する。』
『建設廃棄物を含むその他廃棄物の再資源化率を2010年度に91％以上とする。』

2. 紙ごみ（紙資源循環）分野 『オフィスにおける紙ごみ発生量を2005年度に対して2010年度に10%削減する。』
『オフィスにおける紙ごみの再資源化率を、2010年度に85％以上とする。』
『コピー用紙の年間一人当たりの使用量を、2010年度に5,000枚とする。』

3. 掘削土分野 『東京ガスが発注する道路上の工事から発生する掘削土量を、減量化・再利用・再資源化の推進に
より、2010年度に15％に抑制する。』

1.『当社グループの都市ガス事業において、天然ガスの利用促進や、都市ガスを利用した高効率機器・システムの効率向上により、
お客さま先でのCO2排出量を2010年度に800万トン抑制することを目指す。』

2.『当社グループの事業活動におけるエネルギー使用原単位を、中長期的に年平均1％以上削減することを目指す。』
3.『海外での温室効果ガスの削減・吸収プロジェクトの発掘・技術支援等により、グローバルな視点からの温暖化防止に貢献する。』
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